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総合資源エネルギー調査会 

省エネルギー・新エネルギー分科会 

第 37回 省エネルギー小委員会 

 

日時 令和４年 11月２日（水）10：00～12：05 

場所 ハイブリット開催 

 

１．開会 

 

○稲邑課長 

 それでは定刻になりましたので、ただ今から総合資源エネルギー調査会省エネルギー小

委員会を開催いたします。事務局を務めさせていただきます省エネルギー課長の稲邑でご

ざいます。 

 今日の会議は、対面およびオンラインでの開催といたします。 

 本日は、荒田委員、鶴崎委員、寺澤委員、飛原委員が対面でのご参加でございまして、

そのほかの委員はオンラインでの参加になります。また、所用により青木委員、天野委員、

江崎委員、松橋委員はご欠席となります。 

 審議は公開とし、議事録は後日発言者のご確認の上、公表いたします。 

 一般傍聴については、インターネット中継にて配信しており、後日ＷＥＢでの視聴も可

能といたします。 

 通信の負担を軽減するため、オンラインで参加される委員の方におかれましては、発言

時はカメラをオフでお願いいたします。それから、マイクのオン・オフを事務局のほうで

操作させていただくこともありますので、ご了承いただければと思います。 

 それでは、ここからの議事の進行は田辺委員長にお願いいたします。よろしくお願いし

ます。 

○田辺委員長 

 皆さま、おはようございます。前回の昨年 12月の省エネルギー小委員会では、改正省エ

ネ法の具体的な検討のため、非化石エネルギーの導入拡大や需要の最適化などについてご

議論をいただいたところでございます。これを踏まえ、今年の５月に改正省エネ法が国会

で成立し、現在、工場ワーキング等において詳細な制度設計を行っております。 

 本日は、改正省エネ法の施行に向けた検討状況に加え、今後の省エネルギー政策につい

て、事務局の説明を踏まえてご議論をいただければと思います。 

 委員、オブザーバーの皆さまにおかれましては、活発なご意見をお願いいたします。 

 取材の方でございますけれども、プレスの方々の撮影はここまでとさせていただきます。 

 

２．説明・自由討議 
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 （１）改正省エネ法の施行に向けて 

 

○田辺委員長 

 それでは、議事に入らせていただきます。事務局より、議題（１）についてご説明をお

願いいたします。 

○稲邑課長 

 事務局資料をご確認ください。今回は今後の省エネルギー政策について取り扱わせてい

ただきます。 

 委員長からお話もありましたが、昨年この委員会で審議を踏まえて、今年の５月に改正

省エネ法が成立いたしました。今年の６月および 10月に、この小委員会の下の工場ＷＧを

開催し、改正省エネ法に伴う具体的措置の詳細を議論しているところでございます。 

 本日は、まず大きな背景を提示させていただいた上で、それから改正省エネ法の施行に

向けた検討状況の紹介をさせていただきます。はじめに、ここの改正省エネ法の部分につ

いてご議論をいただき、その後、本日のメインである今後の省エネ政策とその前提の視点

について事務局より提示させていただいた上でご議論をいただこうと考えてございます。 

 まず、背景でございますが、（１）にございますような、わが国の省エネの進捗の国際

的な評価とエネルギーコスト高騰の２つを大きな背景として提示させていただきます。 

 まず、日本の省エネの国際的な位置付けについてでございます。いろいろなデータがご

ざいますが、例えば、エネルギー消費原単位、ＧＤＰ当たりのエネルギー消費量というの

を比較しているＩＥＡの資料をご覧ください。日本は上位に位置しておりますが、より製

造業の比率の低いイギリスなどの国と比べるとエネルギー強度が高いというような結果に

なってございます。ＩＥＡが示すような NetZero シナリオに向けて年率４％ぐらいの原単

位改善が必要だとされていますが、中々、各国が達していないというような見方がござい

ます。 

 それから、ＡＣＥＥＥというアメリカの機関が評価した各国の省エネ政策やその成果を

比較しているものでございます。日本は総合７位となっておりますが、分野別で見ると、

産業分野の緑の所では１位と評価され、国の努力３位、運輸部門９位、建築部門だと 16位

と、部門ごとにちょっと評価が異なっているというような現状でございます。 

 こちらは参考でございますが、今のＡＣＥＥＥの評価の採点の詳細について掲載してお

ります。 

 大きな背景の２つ目は、エネルギーコスト高騰でございます。日本の電気料金は、家庭

で２割、産業で３割上がっているという現状でございます。 

 それから、海外、特にヨーロッパですと、より影響が大きいところでございます。こち

らは、イギリスの住宅の省エネランク別の光熱費でございます。2019 年の光熱費はこの塗

りつぶしの所だったのが、現状、足元では大体各ランクで光熱費が倍になっており、特に

省エネ性能が一番低いＧの住宅については、一番良いＢランクの４倍、年間 100 万円増え
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ており、大きく負担が増加しているというところでございます。 

 こういった状況の中で、欧州各国では家庭の省エネリフォームやヒートポンプ導入など

の政策に力を入れているという現状でございます。 

 それから、産業部門では、例えば安価なロシア産ガスに依存してきたドイツの産業界は、

非常にこのエネルギーコスト高の影響を受けており、各企業が様々な省エネの努力をやっ

ているところでございますが、その限界を超えてコストが上がっているため、所によって

は産業空洞化の懸念も出ているというような記事でございます。 

 以上、背景の紹介でございました。 

 続きまして、改正省エネ法の施行に向けた検討状況を紹介させていただきます。今回、

大きく２つの論点をピックアップさせていただきます。１つは、非化石エネルギーの転換

を促すための仕組み、それから２つ目は、電気の需要の最適化を促すための仕組みでござ

います。 

 最初の非化石エネルギーへの転換というところでございますが、改正省エネ法において

は、これまでの省エネ法でエネルギーの使用状況についての定期報告を求めるというフレ

ームを維持しまして、これに乗せる形で事業者に非化石エネルギーへの転換や中長期の計

画の作成、毎年の定期報告の提出を求めていく予定です。 

 今、その議論の焦点にありますのが、主要５業種の鉄鋼やセメントや自動車製造等に対

して、政府がどのような非化石エネルギー転換の目標の目安を提示すべきかについて議論

をさせていただいているところでございます。 

 一番左下のオプション１は、エネルギー全体での非化石比率でございます。こちらは、

使っているエネルギー全体のうち、バイオマスや廃プラスチックなどの非化石エネルギー

が占める割合の目標を作っていくという考え方でございます。 

 他方で、それだけではなかなか非化石転換の努力が評価できないというご議論もありま

したので、オプション２は、外部から調達する電気のうち再生可能エネルギー等の非化石

の電気の比率で評価するオプションでございます。 

 それから、オプション３は主要製造業ごとのプロセスに着目した非化石エネルギー使用

率という考え方でございます。例えば鉄鋼であれば、今コークスを使って還元しているの

を、2050 年中長期に向けて水素還元という技術を導入していくというのが脱炭素化の切り

札というふうに議論されておりますが、こういったような水素還元製鉄プロセスを使う割

合というのを設定していく。 

 こうしたオプションを示しながら、どういうような非化石の目安の設定が、今、各業種

で取り組んでいる脱炭素化の方向性に沿った形で評価できるかということを議論させてい

ただいております。 

 この議論を踏まえて、年内に、この小委員会の下に設置されています工場ＷＧにおいて、

どういう目安を設定するかということを議論していきます。 

 以上が１つ目の論点でございまして、２つ目の主要論点は、電気の需要の最適化という
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措置でございます。この改正省エネ法で盛り込まれた措置は、需要側のいわゆるディマン

ド・リスポンス（ＤＲ）という取組を促すものでございます。こちらの先月の国会で岸田

総理に答弁いただいたものを文書で置かせていただいています。このＤＲというのは、再

生可能エネルギーの導入拡大といった国のエネルギー政策の中でも非常に重要な取組でご

ざいます。 

 p14 に赤字でございますが、ＤＲを促すため、改正省エネ法において、大規模需要家に

対するＤＲの取組の定期報告の義務化を重要な措置と位置付けているという紹介でござい

ます。 

 具体的に、改正省エネ法の中でどうやってこのＤＲを求めていくかというところでござ

いますが、昨年 12月の省エネ小委員会で紹介させていただいたように、基本的にはこの改

正省エネ法の枠組みでございます原単位を改善していくという中で評価していくという考

え方です。新しい原単位の評価の仕方として、最適化評価原単位をつくりまして、棒グラ

フのうち、企業が使用した燃料（オレンジ）と電気（青）で算出された原単位で評価しま

す。また、電気の部分の計算において係数を設定し、電気が少ない時、つまり下げＤＲを

やってほしい時の係数と電気が余っている時の係数の設定を変えることで、なるべくうま

く電気の供給に応じ、需要側に対応いただくやり方でございます。 これに加えて、ＤＲ

自体をどれぐらいやっているかということも評価すべきということで、この右に書かせて

いただいているような新たな評価軸を置かせていただくという議論をしています。 

 具体的には、一番簡単なのはＤＲをどれぐらいやったかであり、需給がひっ迫したタイ

ミングに何回、需要を抑えたか、あるいは電気が余っているようなタイミングで上げＤＲ

を行ったかの回数で評価をする。それから、より高度なやり方としては、実際どれぐらい

の量を必要な時にやったかというのをｋＷｈで計算した上で評価をするというやり方でご

ざいます。事業者のインセンティブとして、こうしたものを合わせて、実際にＤＲをしっ

かりやっている事業者を評価していくような仕組みを検討しているというところでござい

ます。 

 改正省エネ法の評価軸というものをこちらのスライドで整理しておりますが、今までは

この３つある中の（１）のエネルギーの使用の合理化という原単位を１％改善する、それ

からそれをＳＡＢＣ評価するというものでございましたが、今回改正されたことによって、

この（２）非化石エネルギーへの転換の評価軸、それから電気の需要の最適化、ＤＲをど

れぐらいやっているかというような評価軸が増えていくと。こういうような流れで議論を

させていただいているところでございます。 

 以上、２のところまで紹介させていただきました。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。工場ワーキングにご参加されていた委員もいらっしゃいます

けれども、そうでない委員もおられますので、改正省エネ法に係る今の事務局の説明につ

いて、ご意見などがございましたら発言をお願いいたします。 
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 発言の順番は、対面でご出席されている委員、それからＷＥＢからご出席されている委

員とさせていただきます。 

 なお、オブザーバーの皆さまにつきましては、議題１・２を通して最後にご意見を頂き

たいと思います。 

 それでは、まず対面でご出席されている委員の皆さま、ご意見等ございましたらネーム

プレートを立てていただきたいと思います。ご発言希望の方は、またチャット機能でその

旨をお知らせいただければと思います。 

 対面の委員の先生方、いかがでしょうか。それでは、鶴崎委員、お願いいたします。 

○鶴崎委員 

 ご説明ありがとうございました。私は、工場等判断基準ワーキンググループのほうにも

参加させていただいておりますので、細かい点はそちらのほうでまた議論をさせていただ

ければと思っておりますけれども。今、ご説明いただきました資料の中で、最後の 16ペー

ジのスライドをご覧いただきますと、今回は合理化に加えて非化石転換と電気の需要最適

化という２つの柱が加わったというところが、大きな変化だと思います。 

 この中で新たな取組として、非化石転換に関しては、ご説明がありましたように、さま

ざまな指標といいますか、オプションをご提示いただいて、この中で業界の皆さまとも議

論をしながら決めていくという段階かと思います。 

 こういう背景の中で、実は合理化のほうの目標に関しても、もう少し細かいといいます

か、いろいろなオプションがあってもいいのかなと感じております。このエネルギー消費

原単位の１％改善というのは、恐らくもう約 30年こういうやり方でやってきていると思う

んですけれども、こちらに関してはある意味、いつでも、誰でも１％という形でずっとや

ってきております。しかし、省エネのポテンシャルは、状況によっても、あるいは時期や

事業者の状況によって変化していると思いますので、そうしたところを踏まえた目標の立

て方をもう少し丁寧に見ていく必要があるのかなと思っています。 

 ベンチマーク目標が、それを少し保証するような形になっているわけですけれども、ベ

ンチマーク目標に関しましてもある意味相対評価ということで、これでＳを取ろうとすれ

ば業界のかなり上位にいかなければいけないという事情もありまして、かなり努力しても

Ｓには届かない事業者さまもおられるかと思います。そういう意味では、国際比較なども

踏まえて絶対評価のベンチマークといった考え方もあるんではないかと思っておりまして、

こういった点も今後、今回の改正ではちょっと間に合わないと思いますけれども、長期的

に議論をしていく必要があるのかなと思っております。 

 以上となります。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。対面でご参加の委員の皆さま、いかがでしょうか。よろしいで

しょうか。はい。それでは、ＷＥＢで出席の委員でご意見がございましたら、お願いいた

します。それでは、塩路委員、お願いいたします。 
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○塩路委員 

 ご説明をありがとうございました。聞こえていますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○塩路委員 

 ありがとうございます。私の理解としては、非化石エネルギーへの転換については、特

定事業者に対して 2030 年度目標と毎年の定期報告を義務化するとし、その際にこの 13 ペ

ージに示されたオプションを提示して、各業界の特徴に応じてそれを選択するということ

で、これは前回もお願いをした今後の政策展開だとか見通しを得るために、非常に有効な

方法と了解いたしました。 

 ただし、この一番下に書いてある具体的な数値や記述というのが、工場等判断基準ワー

キングにおいて決定する方向とされています。 

 これに関して、工場等ワーキングの参考資料３の議論がなされていて、自然熱の扱いや、

あるいは非化石燃料の熱量換算が論点と理解しています。ただし、この次回以降に検討さ

れる具体的な数値ですが、それについては設定の根拠などを明確にするとともに、今後の

対象に応じて影響もかなり異なってくると思われますので、このワーキングで一律に設定

した数値がトップランナーや、あるいは建築物省エネ法などの他の枠組みの制度において、

基準とすることは結構ですけれども、その議論を制約するものではないということです。

その個々の枠組みの議論を制約するものではないものであるとして、少し融通を持たせた

措置をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 どうもありがとうございました。それでは、林委員、お願いいたします。 

○林委員 

 林でございます。聞こえていますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○林委員 

 15 ページをお願いします。電気の需要の最適化ということで、総理大臣自らこの重要性

を述べられたということで、ご指摘ごもっともだと思います。ＤＲということで、需要の

最適化の中でこういう取組というのはこれまでにない中で、国が新しい指標をしっかり見

せて、それをベースにこの実績の優良事業者を公表したり、また関連する補助金でインセ

ンティブとするなど、見える化制度設計を進めるのは非常に良い取組だと思います。 

 ただ、これらは検討中ということで、今後、多分いろいろ進めることがあるとは思うの

ですけれども、非常に大事なのはやはり一般の家庭の皆さまにしっかりそれが届き、企業

の方々が分かっていくということだと思っておりますので、こういった一気通貫型の仕組
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みというのは非常に良いと思っております。 

 あと市場設計です。ＤＲ系の市場には、需給調整市場や容量市場がありますが、各家庭

の電気のやりとりの量は大した量ではないと思われるかもしれませんけれども、ネットワ

ークにつながっているあらゆる家庭からのやりとりの量が大量になると、市場取引可能な

貴重なエネルギー価値となってきますので、そういうところの整合性なども含めて、ぜひ

いろいろとしっかり横連携していただければと思います。 

 私どもからは以上です。ありがとうございました。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、市川委員、お願いいたします。 

○市川委員 

 ありがとうございます。聞こえていますか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○市川委員 

 日本消費者協会の市川です。質問を１点させてください。ちょっと勉強不足で申し訳な

いのですが。スライド 15の電気の需要の最適化のところの右側の青い囲みの所です。新た

な評価軸が提案をされていて、今検討中とご説明をいただきましたけれども、改正省エネ

法における電気の需要の最適化については、電気の使用から化石燃料、もしくは非化石燃

料、もしくは熱の使用への転換、またはその逆というように書いてあります。新たな評価

軸の考え方というのは、新たな提案ということなのですが、私はうまく理解ができていな

くて、この新たな評価軸を出すことによって、どんなメリットやデメリットがあるのでし

ょうか。お分かりになる範囲で簡単にご説明いただけるようであればお願いしたいと思い

ます。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。そのほか、ＷＥＢでご参加の委員の皆さま、発言をご希望の方

はいらっしゃいますでしょうか。よろしいでしょうか。また１、２を含めてご発言いただ

こうと思っておりますので、よろしいでしょうか。 

 それでは、事務局から、これまで頂いたご意見やご質問に関して、コメントがあればお

願いをいたします。 

○稲邑課長 

 事務局でございます。 

 まず、市川委員からご質問いただいた、新たな評価軸の意味はというところでございま

すが、こちらは、この表示されているスライドにありますように、実際にどれぐらいＤＲ

をやったかというものに着目していくということでございます。デメリットとしては、報

告書を記入するという事業者負担が発生するというところでございます。 
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 例えば、年間何回ＤＲをやりましたかというのをカウントして 20回やりましたとか、そ

ういうのを書いて、新しく定期報告の様式に書いていただくということになりますし、よ

り高度なＤＲの管理をして契約されている事業者さんですと、そのアグリゲーターからも

らったデータをそこに書いて、上げＤＲは何ｋＷｈ、下げＤＲは何ｋＷｈやったとかいう

ことを書いていただくということが新たな負担になると思います。 

 メリットについては、大きく２つあると思っておりますが、事業者のＤＲの取組を評価

され、事業者が積極的にＤＲに取り組むきっかけになることです。このページの右下に書

いてあるように、国のほうでもＤＲ実績で優れた事業者の公表や、関係する補助金でイン

センティブを提供するということをやらせていただきますので、この部分は事業者のメリ

ットになるかと思っています。 

 メリットの２つ目は、国として、このＤＲの実態を把握できることでございます。こち

らの省エネ法に基づく定期報告は産業分野で１万 2000者から頂いております。産業界のエ

ネルギー需要の８割をカバーしており、実際にＤＲの取組に関するデータを出していただ

くということは、政策立案にとっても非常に重要なデータになると思っています。 

 それから、塩路先生からご指摘がありました、今、工場ＷＧで議論をしています非化石

転換のディテールについては、しっかり数字の根拠を示した上で議論をしていくというと

ころでございます。工場ＷＧだけでなく、こちらの小委員会にも報告させていただくとと

もに、他の関連する委員会ともうまく連携しながらやっていこうと考えているところでご

ざいます。 

 その他ご指摘を踏まえて、しっかり工場ワーキンググループで議論をさせていただけれ

ばと考えております。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。議題（１）に関しては、ご発言を希望の委員の皆さん、よろし

いでしょうか。はい。ありがとうございます。 

 

（２）今後の省エネルギー政策 

 

○田辺委員長 

 それでは、続いて事務局より２つ目の議題についてご説明をお願いいたします。 

○稲邑課長 

 事務局でございます。 

 続きまして、この資料に沿って３．の省エネ政策の視点というところから説明をさせて

いただきます。 

 まず、この視点は３つほど提示させていただきますが、最初は省エネ政策を進めていく

上で、省エネの効果分析を踏まえた方向付けをすべきであろうということでございます。 

 ここに限界削減費用というグラフを示させていただいておりますが、１トンのＣＯ２を
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削減するのにどれぐらいコストがかかるかというのを技術ごとに示したものでございます。

これは、前提の置き方によってもだいぶんグラフが変わってくるものなので、あくまでも

ご参考というもので、少しシンプルなものを示させていただいております。例えば、一番

左にありますような家庭の照明をＬＥＤなどの省エネ機器にすることは、ほとんど追加コ

ストはかからないですが、例えば一番右にありますような合成燃料やＤＡＣとか、空気中

のＣＯ２を回収するというものは少し限界削減費用が高くなっております。企業はこの中

で、脱炭素化を目指していく中で省エネも含めてどういうものの費用対効果が高いかと考

えながらやっていくということでございます。状況によっては、省エネが一番安い手段で

はなく、他の技術の方が安いということも発生すると思っています。これは、多分、部門

ごとに大きく違い、時代によっても変わってくるというもののため、そういったものを意

識していく必要があるかと思います。乾いた雑巾を絞るぐらい、もう省エネの余地がなく

なっているという分野もある一方で、まだまだ絞る余地がある分野もあると思います。そ

ういったものを見ながら、部門ごと、技術ごとに最適な省エネ政策を考えていき、省エネ

にとどまらない部門については、先ほど改正省エネ法の説明をさせていただきましたが、

非化石転換とかＤＲとか、国全体のエネルギー政策の中で、よりこの分野、この技術につ

いてはＤＲを重視するといったことも考えられるのではないかという視点の提示でござい

ます。 

 それから、視点の２つ目でございますが、国際比較ということが重要ではないかと考え

ています。この後の資料でも説明させていただきますが、家電をＤＲ対応させていくとい

うことが国全体のエネルギー政策、特に電力政策の中で重要になってくるかと考えており

ます。 

 P19 の下半分で示させていただいているのは、オーストラリアの事例で、左の報告書を

踏まえて、今、オーストラリアは家庭のエアコンや給湯器、ＥＶ充電器について、ＤＲ対

応を義務化することを今年からスタートしています。ＤＲ対応義務化というのは、例えば

出荷されるエアコンにプログラムや端子などを付けて、ＨＥＭＳみたいな家庭の機器とち

ゃんと通信できるようにしておく、ＤＲ readyにしておくという規制でございます。これ

は、もともと日本であるような家電の省エネ規制をベースとして、それにこの規格適合を

求めるというものでございます。参考になる点は、この右下の表にありますようにＢ／Ｃ

分析をやっており、この規制を導入することのコストの３倍ぐらいの便益があることです。

ＤＲ対応をさせることによって、例えば系統増強や調整力の確保などにかかるコストを浮

かせることができるということでございます。個々の政策を進める上で、こういった国際

比較をやっていくことが重要ではないかというような視点でございます。 

 次のページは参考でございます。 

 それから、国際比較だけじゃなくて、国内の他制度との比較も重要ではないかという論

点でございます。例えば、省エネ法と表裏一体の制度として温対法というのがございまし

て、同じように大規模需要家のＣＯ２排出を報告いただく制度でございますが、こちらの
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ほうでは定期報告情報の公開制度というのを導入していまして、そちらのほうが進展して

いるという紹介でございます。 

 ３つ目の視点が、この省エネ政策を進める上で省庁連携が重要ではないかというところ

でございます。一例としては、住宅の省エネリフォームという分野でございます。これは、

それぞれの省庁で違った政策目的の中で、例えば経産省であれば省エネでございますが、

国交省ですと質の良い住宅を提供するというところでございます。省エネ住宅というのは、

そこに関係省庁がそれぞれ政策のかぶる分野なので、うまく連携していくべきじゃないか

ということでございます。 

 右下の箱で紹介させていただいているのは、先週発表した総合経済対策の中では、住宅

省エネリフォーム支援に関しては３省庁連携でワンストップ対応していく新しい枠組みを

提案しているというところでございます。 

 ３番目の視点のもう一個は、部門横断の省エネ政策でございます。われわれの省エネ政

策では、いつも産業、業務、運輸と、それぞれ縦割りで、それぞれどれぐらいできるかと

いう視点でやっていますが、中小企業というのは各部門に横断して課題が大きいのではな

いかと考えております。また、省エネ法の規制対象になっていない規模の事業者も多いで

すし、中小企業故にリソースが限られていて対応ができていないと考えます。こちらのグ

ラフは、省エネセンターで行っています省エネ診断に基づく分析で、やはりまだまだ省エ

ネポテンシャルがあり、エネルギー利用の 10％ぐらいは省エネ診断すると改善できる余地

があったというデータでございます。こうしたことを踏まえながら、部門横断で考えてい

くという視点も必要でないかということでございます。 

 続きまして、この視点を踏まえて、今後の省エネ政策をどうやっていくかということで、

４つの柱に沿った形で整理をさせていただいています。 

 最初が、データの活用の強化をしてはということで、具体的な例としては、省エネ法に

基づく定期報告内容の任意開示化をしてはどうかという提案でございます。こちらの図で

書かせていただいていますのは、今、ＥＳＧ投資の流れの中で進んでいるサステナビリテ

ィー情報の開示の例でございますが、ＥＳＧのＥ、Environment の分野の中で、当然温室

効果ガスの排出量もございますし、その中でエネルギー消費量あるいは省エネ量を開示す

る、あるいは再生可能エネルギー導入量などを開示する企業が増えてきているというよう

な背景でございます。 

 一方で、われわれの省エネ法の中では、どういった企業情報を開示しているかというと、

こちらの左側に書かせていただいているように、ＳＡＢＣ評価のＳクラスの事業者の企業

名を書かせていただいておりまして、そこの事業者が過去、例えば３年連続でＳクラスで

すということが分かるようになっているところでございます。 

 他方、右下にあるように、細かいデータは業種ごとにアグリゲートしたものを出してい

るというところにとどまっております。 

 これについて、今後、例えば定期報告書のフォーマットの中にチェックボックスを置い
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て、開示に同意というところをチェックしていただいた事業者について、一定の情報を経

産省のホームページで開示してはどうかという提案でございます。 

 具体的に、どういう情報を開示したらいいかという検討でございますが、例示としては

こういったものを開示してはどうかという提案でございます。左から、エネルギー使用の

合理化については、エネルギー使用総量といったもの、あるいはエネルギー消費原単位と

いったものが考えられると思っています。 

 それから、真ん中の２つは、今回改正された省エネ法において措置されている非化石エ

ネルギーへの転換や電気の需要の最適化でございます。これについて、非化石エネルギー

の転換に関する計画とかこういったもの、それから電気の需要の最適化であれはＤＲの実

施回数といったこと、その他いろんなものが考えられると思いますが、一つはエネルギー

管理統括者というのを法律に位置付けて決めていただいていますので、その方が私がやっ

ていますといったことが分かるように、その方の名前や肩書を書くといったことが考えら

れます。 

 具体的にどうやってホームページに開示するかという案がこの下半分でございます。

個々の業種ごとに検索したり、企業名で検索して、この会社はこれぐらい省エネに取り組

んでこういう成果が出ているといったこと、それから非化石エネルギーの転換やＤＲをこ

れぐらいやっているというのが分かるようになるという案でございます。 

 また、先ほど鶴崎委員から１％改善についてご発言があったように、こういう国に出し

て、国の方で評価するというやり方についておっしゃったような意見があることも踏まえ

つつ、それだけではなくて、こういった企業が開示することによって外部のステークホル

ダーや投資家、地域社会の方々が別の基準で見ることもできるというように考えています。

コロナ禍で、結構１％改善の評価が難しくなっているというのも現状でございます。2020

年以降、結構原単位が大きく変動しました。それは、経済活動がぐっと下がることによっ

て、例えば百貨店みたいな平米当たりのエネルギー使用量をカウントする業種においては、

お客さんが減り、大幅に改善してしまって、それがまたどこかのタイミングで戻るという

ことなので、少しこの１％改善を評価することの難しさというのもあります。そういった

ものについてはこの開示の中で、企業がむしろ「数字はこうなっているけれども、これは

実はこういう要因です」というような説明をしていくというのも一つの考え方というよう

に据えているところでございます。 

 P28 は国内でこういうデータを集め、開示していくということが、国際的な議論にも繋

がるのではないかという参考でございます。こちらはＩＥＡの事務局長が先月のＧＸ会合

で発言したものですが、各国でこういう企業の産業ごとのデータをうまく集めて、それで

議論をしていって、国際ルール作りに生かしていくということが考えられるのではないか

というような紹介でございます。 

 ２番目の柱でございますが、産業の競争力強化という視点を重視してはどうかというと

ころでございます。省エネ法のトップランナー基準で、例えば自動車産業の燃費改善を促
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していくということはこれまでも議論をされてきたところでございますが、今、足元のＧ

Ｘ実行会議で議論をしているのは、規制・支援の一体型の投資促進策というのを考えてい

るところでございます。それで 13 ぐらいの分野を、この 29 ページ、30 ページで示してい

ますが、その中でこの黄色いマーカーを引いた所、例えば○1 の水素・アンモニアの中では、

改正省エネ法の非化石転換目標、これにコミットして、しっかりそこに向けて水素・アン

モニアの活用に取り組んでいく事業者に対してインセンティブを提供するといった形で、

省エネ法をＧＸ政策のベンチマークとして活用していこうということを７つの分野で明記

させていただいているところでございます。 

 今後、総理がヘッドで参加しているＧＸ実行会議で各分野のロードマップを作っていく

ということになりますが、こういった中でも省エネ法を活用できるのではないかと考えて

おります。 

 産業競争力の強化のもう一つの分野として、具体例として書かせていただいていますの

は、家電についてのＤＲ対応を進めていく検討を始めてはどうかということでございます。

この２番目のポツで書かせていただいたように、先ほど紹介したオーストラリアのような

再エネ導入が進んで、需要側で家庭も含めたＤＲをやっていくことの必要性が高まってい

る国では先行的にルール作りをしているところでございますが、日本がこの分野のルール

作り、あるいは技術開発で先行することができれば、関係するヒートポンプやエアコンな

ど、こういった産業の競争力強化に繋がるのではないかと考えております。３番目のポツ

で書かせていただいているように、エアコンや電気温水機器のトップランナーが現在ござ

いますが、ここにＤＲについてのこういうルールを盛り込んでいくということについて、

その是非を含めて、この小委の下のワーキンググループでの議論を開始してはどうかとい

う提案でございます。 

 続きまして、３番目の柱でございますが、中小企業分野でございます。先ほど横断的に

課題対応をしていく必要があるのではないかと提案させていただいたところでございます

が、p32 にありますように、先週発表した総合経済対策の中で、このエネルギーコスト高

の中で対応が必要となっている中小企業の省エネ投資を促していこうということで項目を

置かせていただいております。 

 具体的には、こちらのページにありますような省エネ補助金を抜本強化していくという

ことを検討しているところでございます。こちらは、政府の補正予算案の中で組み込んで

いくという検討をしているところでございますので、補正予算案が決まって、さらにそれ

が成立した後に実施できるというものでございますので、今のところは途中の検討案とい

うことでございます。 

 それから、省エネ診断という事業を例年やっているところでございますが、左のグラフ

にありますように、黄色の線が今年の診断申込件数ですが、今年はやはりエネルギーコス

トが上昇していまして、申請が大きく増えているところでございます。それに対応できる

ようなキャパシティーをちゃんとつくっていくということ、それからそのための予算を確
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保するということも、今般の補正予算の中で盛り込む検討をしているところでございます。

特に、省エネ診断を実際にやっていく専門員の方が、今、事業を実施している省エネセン

ターに登録されている方が 400 人ぐらいいらっしゃいますが、この方々は今も相当忙しく

なっているということでございまして、省エネセンターだけじゃなくてほかの実施する団

体、例えばＥＳＣＯ事業者とか、こういったところを巻き込みながら、より幅広い人材を

活用して、この省エネ診断で中小企業の現場で活用いただけるような仕組みを作っていき

たいと考えております。 

 それから、こちらは紹介でございますが、他の省エネ政策でもこの省エネ対応に力を入

れていくということを検討しているというところでございます。 

 中小企業が取引先から Scope３まで含めたＣＯ２排出削減をしなきゃいけないという相談

を受け、それに対応する関係で、どうやってＣＯ２の排出を削減できるのかという議論を

する中で、一番手っ取り早い省エネに中小企業が取り組むケースが増えています。ややも

すれば大企業が中小企業に押し付けるような形になるとなかなか進まないという課題がご

ざいますので、ぜひ大企業が取引先の中小企業にノウハウ共有するとか、いろんな形で省

エネ診断を手伝うなど、こういうような動きを盛り上げていきたいということを中小企業

庁と議論をしているところでございます。 

 こちらも紹介ですが、海外でも欧州委員会もこういった中小企業の省エネを課題と考え

ておりまして、先般出したレポートでは、日本と似ており、設備更新への補助金や省エネ

診断への支援などを強化していこうということを位置付けているところでございます。 

 最後に４番目の柱でございますが、家庭分野での取組を強化していくという方向性でご

ざいます。 

 先ほど少し紹介させていただきましたが、やはり住宅の省エネを進めていくということ

が重要でございまして、新築については今年建築物省エネ法が改正されまして、相当対応

は強化されるところでございますが、既に建っている住宅については、リフォームをどう

やって促していくかというところでございますので、こういったような支援策を強化する

ということに力を入れていこうと考えております。こちらも詳細は予算でどう反映される

かというところになりますが、経済対策で書かせていただいておりますのは、国交省でや

っていくリフォーム支援と併せて、経産省、環境省で連携しながら、例えば高効率の給湯

器の導入、それから断熱性能に資するような窓の改修、こういったような事業を新たにワ

ンストップ対応でやっていこうということを位置付けさせていただいております。 

 それから、国で実施するだけではなくて、各自治体において取り組んでいる省エネ政策

がございまして、例えば、消費者に近いという立場では、省エネ家電の買い替え支援、こ

ちらは左の表の中で幾つか紹介していますが、例えば東京都では東京ゼロエミポイントと

いう事業でエアコンや冷蔵庫を高性能なものに買い替える者に対してポイントで支援する

ということをやっています。 

 こういうような、既にある自治体の取組をより広げようということで、右半分に書かせ
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ていただいていますが、９月に決定した新しい交付金でございまして、この中のメニュー

として省エネ家電の買い替えというのを推奨メニューとして置かせていいただいておりま

して、こういった取組が自治体へ広がっていくことを国としても支援していきたいと考え

ております。 

 続きまして、今、政府の冬の節電対応を進めていくという観点から、節電プログラムと

いう事業を取り組んでおります。これは、例えば電力の小売事業者が契約している家庭や

中小企業を支援するためにポイントを出して取組をサポートする、それに対して国が補助

をするという仕組みでございますが、やはり家庭に対してどういうふうにその節電行動、

省エネ行動を促していくかということを考えた時に、家庭の電気の消費が分かるような立

場にいる電気事業者の役割に期待するということでございます。こうした取組も一つ力を

入れていく分野と考えてございます。 

 それから、今年度から省エネコミュニケーション・ランキングという電力やガスの小売

事業者の取組を評価する格付けを開始しております。この表の中で、５つ星や４つ星と書

かれていますのは今年 10月に発表させていただいたもので、各小売事業者が家庭の省エネ

を促すためにどういうことをしているかを評価したものでございます。例えば、ある小売

電力事業者は、ホームページを作って、そこに個々の契約者がどれぐらい電気を使ってい

るかというのがリアルタイムで分かるとか、前年の同月と比較して今月はちょっと使い過

ぎていますよというのが分かるなど、こういうことをやりながら、うまく消費者接点を持

つ事業者の立場で家庭の省エネに働きかけるということをやっているということでござい

ます。こういった政策も重要になってくると考えております。 

 それで、こうした取組をやっていくということについて、省エネ法の中でも努力義務の

規定で一般消費者への情報提供に関するルールがございまして、これを受ける形での指針

を作ってございます。これは、電気事業者のようなエネルギー供給事業者向けのものもご

ざいますし、例えば家電量販店で省エネラベルを冷蔵庫などに付けてくださいねという、

こういう家電量販店向けなど、いろいろな事業者に対して一般消費者の情報提供に関する

指針を策定しているところでございます。今回の省エネ法改正を受けて、こちらについて

も見直しをしていってはどうかという提案でございます。 

 以上、４つの政策の柱を紹介させていただいたところでございまして、この４つの政策

を真ん中に置いた上で、それぞれの視点、例えば視点○1 、左側でございますが、省エネ効

果分析をやった上で、それを政策に反映していくべきではないかという点。 

 それから、下にあります視点○2 、国際比較や他制度と比較した上で政策立案をすべきじ

ゃないかという点。例えば、このオーストラリアでやっている家電ＤＲのルール、これを

日本での検討の参考にすべきじゃないかというようなことでございます。それから、右側

の視点○3 、省庁連携等でございますが、例えば住宅分野での省エネリフォームで省庁連携

をやっていく、これをうまく具体的に家庭での省エネの取組強化の政策に反映していくべ

きではないかということで、視点と政策を整理した案として置かせていただいております
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ので、この政策の案について、委員の皆さまからぜひコメントを頂いて、ここを強化すべ

きだとか、プライオリティーなどについてもご指摘を頂ければと考えてございます。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、事務局の説明についてご意見等がございましたら、

発言をお願いいたします。発言の順番は先ほどと同様にさせていただくように考えており

ます。まず対面でご出席されている委員、それからＷＥＢからご出席されている委員とい

たします。それでは、まず対面でご出席されている委員の皆さま、ご意見等がございまし

たらネームプレートを立てていただきますようお願いいたします。発言希望の場合は、ま

たＷＥＢの方はチャット機能でその旨をご連絡いただければと思います。それでは、寺澤

委員、よろしいでしょうか。 

○寺澤委員 

 ありがとうございます。最近、コロナが収まってきて海外を行く機会も増えていまして、

海外の会議に行くたびに省エネの重要性というのが国際的にもより強く意識されています。

もちろん、省エネルギーは、カーボンニュートラルの実現のために必要であり、その上、

エネルギー価格の高騰や、エネルギー供給の不安もある中で、省エネの重要性というのが

グローバルな課題としてより強く意識されています。ただ、特に日本ですけれども、長年

省エネをやってきて、なかなかこれ以上はどうかということで難しさもございます。今日

のご説明の内容はぜひやってほしいんですけれども、ただそれだけじゃなかなかインパク

トは十分じゃないかもしれないと。そういう意味では、これまでの省エネ政策の Scope を

広げていくということが重要じゃないかということで、３点申し上げたいと思います。 

 １つは、データ開示というのはぜひやっていただくべきで、大賛成です。ただデータを

出すだけでは十分じゃなくて、投資家が開示データを評価して投資行動が変わるような在

り方を検討すべきではないでしょうか。そうした先を見据えたデータ開示じゃないと自己

満足に終わってしまうと。そういう意味では、投資家が注目するのは経産省のホームペー

ジではなくて、各社が公表している統合報告書ですので、金融庁と連携しながら、その統

合報告書の中でこれからなさろうとしているデータ開示などを入れ込んでいくということ

が重要だと思うんです。 

 また、投資家の人たちは金融の専門家なので、データだけ見せられても評価のしようが

ないという点にも留意する必要があるかと思います。投資家の評価をサポートするために、

例えば評価の尺度や指標であるとかを整備し、その省エネ努力が全体で見てどういう位置

付けであるのかなどを補完し、情報の価値を高める、そういう取組が重要だと思います。 

 データ開示に関して、最後に要約させていただくと、現行の省エネ法の枠組みに捕らわ

れずに投資家や金融部門まで、省エネの Scope を広げていただきたいということです。今

は SDGｓや ESG を重視しているグローバルな投資家の影響力が非常に高いので、彼らと直

接対話をして、彼らは一体何を気にして、何を求めているのかを踏まえた上で、彼らの行

動を変えるような、そうしたデータ開示をしてほしいということです。データ開示を通じ
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て、省エネの Scopeを広げることに繋げていただきたいなというのが大きな１点目です。 

 ２点目はＩＴです。エネルギー問題を、エネルギーの中だけで解決するというのはやは

り限界があるのではないでしょうか。これだけ世の中でデジタル化が発展している中で、

必ずしもデジタルなりＩＴのポテンシャルを省エネに生かし切れていないというのが、実

態だろうと思うんです。 

 具体的には、例えば次世代スマートメーターは 2025年から本格的に導入されて、ものす

ごく機能が強化されます。では、その機能強化された次世代スマートメーターをどうやっ

て省エネに生かすのかということは、私はまだ具体策はないのではと思うんです。 

 さらに、そういうスマートメーター、次世代をＨＥＭＳにつなげていって、家庭の省エ

ネをやっていくということも重要ですし、さらにビルについてはＢＥＭＳ、工場について

はＦＥＭＳ、クラウドを使いながら、ＩＴのポテンシャルを十全に活かし、省エネの

Scope 広げて、効果を高めていくということはぜひ強化してほしいなというのが２点目で

す。 

 ３点目は、エネルギー供給者側の取組です。省エネというとどうしてもユーザー・需要

側の努力ということに注目してしまいますけれども、やはりエネルギー供給者サイドにも

大きな役割があるのではないでしょうか。諸外国の中には、エネルギー供給者義務制度と

いうのが導入されて、エネルギー供給者側にちゃんと需要家に働きかけて省エネを推進し

エネルギー消費を減らすということを求めていくような仕組みがあります。日本でも節電

プログラムや省エネ診断という施策を導入していますけれども、そこの普及に当たって、

エネルギー供給事業者はよりユーザーと接点があるわけですから、本格的に参入できる、

関与できる、そのための仕組みや仕掛け、そういうフレームワークの整備が重要じゃない

かと思うんです。そういう意味では、省エネ政策を強化する中での Scope の強化として、

投資家や金融の巻き込み、それからＩＴの最大限の活用、そしてエネルギー供給者の取組

の巻き込みと、この省エネの視座を広げる３点をまずは提案したいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、飛原委員、お願いいたします。 

○飛原委員 

 飛原でございます。詳細な説明をありがとうございました。今回提案されております省

エネ政策は、相当広い範囲の事柄についてよくまとまっていて、将来への期待感が持てる

という、そういう感想でございます。これまでは省エネ政策ということに限定されていた

んですけれども、今回のお話をお聞きすると、再エネの拡大であるとか、あるいはエネル

ギーのマネジメントの改善のようなことが含まれていて、広くエネルギー環境の改善とい

うことに役立つのかなと思っております。 

 あまり特に異論を感ずるところはないのですが、政策のところの視点２の中に、産業力

強化に結び付くような、いわゆるＧＸの考え方でございますけれども、それは非常に重要
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だと思っていまして。これまでも省エネ施策が産業界へいい波及効果をもたらすというよ

うなことを期待していたんですけれども、今回はそれがより積極的に検討、提案されてい

て、好ましいことだろうと思っております。 

 特にＤＲ対応の家電の技術開発ということに１つ項目が立てられておりまして、このこ

とはすなわち産業力強化に非常に結び付くだろうと思っておりますので、ぜひ実行してい

ただきたいと思います。こういうＤＲ対応の家電というのはデジタル技術を必要としてお

りまして、これは日本が強いと思っているのは単なる誤解で、より強い中国が頑張ってい

るようなところがあり、のんびりしているとそういう強い国に技術を取られてしまうとい

うこともありますので、一刻も早く技術開発を進めていただければと思います。このＤＲ

対応の家電というのは、ちょっと気を許すと必ずしも省エネにはつながらないかもしれな

いということもありますので、このことが確実に省エネにつながるような仕組みを考えて

いただきたいと思っています。 

 以上でございます。 

○田辺委員長 

 どうもありがとうございます。それでは、鶴崎委員、お願いいたします。 

○鶴崎委員 

 ありがとうございます。最後のスライドで今回の提起された内容をきれいにまとめてい

ただいて、これを見ながらいろいろなことを考えられるなと思っておりました。 

 私からは、この後半のお話の中では、特に中小企業に対する対応ということで、今すご

く診断が殺到しているというお話がございました。そういう中でいろいろな事業者の皆さ

まの力を借りてやっていくというところが、おっしゃるように重要かと思います。36 ペー

ジのスライドの中では、製造業Ａ社さんが省エネの専門家のノウハウをデジタル化した省

エネ診断ツールを活用されているという記述がございました。 

 こういう形で、人手ももちろん大事ですけれども、さまざまなノウハウをいかにこうい

ったツールに落とし込んで、より短時間で多くの方、多くの事業者のサポートができるか

というところが大事になってくるのかなと思っております。 

 また、連携先としては、こうしたメーカーさんやエネマネ事業者やＥＳＣＯ事業者が非

常に重要になってきますけれども、中小企業という視点でいえばその地域の金融機関や、

こういった資金の出し手のところとの連携も非常に大事になってくるかと思いますので、

そうした方々ともどう連携をつくっていくかという視点を持つ必要があるかなと思ってお

ります。 

 また、家庭のほうの情報提供に関しては新たなランキング制度が始まったということで、

こういったものが事業者さんのモチベーションとなるように、いろいろな形でＰＲしてい

ただいて、これの５つ星を取るんだというような意欲がいろいろな事業者に広く行き渡っ

ていくような、そういう情報発信も引き続きお願いしたいと思います。 

 また、この制度の中で、42 ページ目の中に具体的に指針がありましたけれども、このガ



 18 

イドライン等を見直していくというお話がありました。この中で、例えばほかの家庭との

エネルギー使用量の比較などは非常に効果を上げるということを期待されているわけです

けれども、こうしたところを超えて、その比較された後にどういったアクションをご家庭

に取っていただけるのかが大事になってくるかと思います。特にエネルギー料金が高騰す

る中で、省エネ機器への買い替え等に非常に関心を持たれる方、あるいはお話にあったよ

うな住宅の性能を上げていくことにも関心を持たれる方は増えると思いますし、そういう

次のアクションにつながるところもこの情報提供の視野に入れていただくとより実効性が

上がっていくと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、会場にいらっしゃる荒田委員、資料をご提出いた

だいておりますので、恐縮ですが、可能でしたらご説明いただければと思います。 

○荒田委員  

 承知しました。ありがとうございます。東京都環境局の荒田でございます。よろしくお

願いします。資料を提出させていただいておりますので、ご覧いただければと思います。 

 東京都のカーボンハーフ実現に向けた取組についてご紹介させていただきます。都では、

2050年までにゼロエミッションを、2030年までにカーボンハーフを目指しているところで

ございます。 

 めくっていただきまして、気候変動とエネルギー危機に一体的に対応するために、都は

エネルギーの大消費地の責務として、気候変動対策を抜本的に強化、徹底することといた

しました。特に、都内排出量の７割を占める建物について、今般、条例改正の方針を発表

してございます。 

 次のページにおめくりください。マトリックスでいえば、新築と既存、右と左で、大規

模と中小規模、縦になりますが、この４つのカテゴリーがございまして、このうち左下の

オレンジになっている所ですけれども、中小規模の新築建物は制度の新設を予定していま

す。また、残りの３つについては、既存の制度を強化してまいります。それぞれ再エネの

視点を大きく加えまして、省エネはさらに深掘りする方向で、専門家のご意見を伺いなが

ら詳細を検討しているところでございます。 

 また、下半分にありますとおり、建物だけではなくてエリアに注目した制度、また電気

供給事業者の再エネ供給に関する制度もございまして、併せて条例を改正する予定でござ

います。 

 この条例改正の方向性を夏まで議論をいたしました環境審議会、それからまた現在も複

数の専門委員会が続いてございますが、今回の委員長の田辺先生にもご尽力をいただいて

おります。感謝申し上げます。 

 次のページにまいりまして、ここで条例改正以外の 2050年ゼロミッション実現に向けた

全体像、ロードマップを俯瞰（ふかん）させていただきたいと思います。先ほど述べた制
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度の改正や構築に加えて、都内の再エネ電力利用を 2030 年までに 50％と伸ばす取組を掲

げておりまして、補助や税制の支援のほか、都外のＰＰＡ等も支援してまいります。 

 また、都の施設、たくさんございますけれども、隗（かい）より始めよとの意識の下、

脱炭素のさまざまな目標を掲げて実施してきているところでございます。 

 次のページをご覧ください。環境局だけではなく、都庁内の関係局の取組も多くなって

ございます。小さくて恐縮ですが、水素の利用拡大、それからまちづくりの視点などに加

えて、電気自動車や燃料電池車などのＺＥＶ、ゼロエミッションビークルの導入促進や、

モビリティーについても急速充電器やステーションなどのインフラ整備についても精力的

に推し進めているところでございます。 

 下から６～７行目あたりの所に家庭の省エネ推進とございますが、実は都では部門別で

は唯一家庭部門のエネルギー消費が 2000年度比で伸びてございまして、今、家庭対策を強

化しているところでございます。省エネ家電への買い替えを促進する東京ゼロエミポイン

ト事業は、先ほど課長からもご説明がございましたけれども、地方再生臨時交付金も受け

ているというところでございます。 

 さらに次のページにまいりまして、基盤づくりとして、イノベーションや金融面での誘

導、それから国際展開など、都庁、都民、それから民間の方々と一緒に取り組んでまいり

ます。 

 このほか、記載にはございませんけれども、電力対策としては電気を「減らす・創る・

蓄める」の頭文字を取ったＨＴＴムーブメントの推進、それからまた家庭や事業者の行う

ディマンド・リスポンスに対する支援も行っているところでございます。 

 以上をまとめますと、東京都の特性、特徴を生かしながら、さまざまな側面からの取組

のギアをあげて進めているというところでございます。 

 長くなりましたが、東京都からのご紹介でございます。 

○田辺委員長 

 どうもありがとうございました。それでは、ＷＥＢ参加の委員の皆さまから、ご質問や

コメントを頂きたいと思います。まず、宮島委員、お願いいたします。 

○宮島委員 

 ありがとうございます。日本テレビの宮島です。音声、大丈夫でしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○宮島委員 

 いろいろな取りまとめ、どうもありがとうございます。先ほど寺澤委員がポイントを本

当にきれいにまとめていただいたんですけれども、特に私はここのところの消費者との関

係に関して申し上げたいと思います。 

 省エネ委員会に関わって結構長くなりますけれども、ずっと思っていましたのは、関連

企業の方々がこんなに努力をされているのに、実は一般の人はそんなに知らないというこ
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とと、かつ今エネルギーはやはり家庭のほうは増えていて、ここのところが一つのポイン

トにはなるのではないかと思うのですけれども。昔、小池百合子さんがクールビズなどを

やった時のようにはみんなが注目する状況にはなかなかなっていないと。いろいろなキャ

ンペーンをされたのも承知しているけれども、それが届いていないというところに歯がゆ

さを感じていました。 

 ですけれども、今、まさに電力不足で家庭の電力が駄目かもしれないということが分か

り、政府までも節電ポイントを出すと。そういう初めてのことをやるに至って、みんなに

分かってもらう最大のチャンスなのではないかと思います。このチャンスに、一般の家庭

の人に単に 2,000 円分得するということだけではなくて、もっと制度的にも、あるいはや

り方、国や国民全体でメリットがあるということをノウハウとともに一緒に示すというこ

とがとても重要な時期なのではないかと思います。 

 その上で、省エネなんですけれども、日本はある程度教育も進んでいまして、ちゃんと

やっている人が多いので、28 度に温度設定をしてくださいと言われても、それ、やってる

よ、で終わっちゃったりします。やはり言うのに、こういう方々はこういうことをもっと

したらいいんじゃないかと、さまざまな局面の提案が必要ですし、ましてや家電の買い替

えは一般の人はやはり買い替えをしようという時になって初めてお店に行って、性能がす

ごく良くなっていることが分かったり、東京都が補助を出されたりということを知ったり

します。今、うちの冷蔵庫は動くから別にこのまま放置しておこうと思っている人にとっ

ては、そんなに動きを変えることにならないんです。もっとそこを、本当に買い替えたほ

うが圧倒的にいい物が幾つかあるのであれば、購入を誘導するようなこともちゃんとした

ほうがいいのではないかと。まさに消費者の行動を変えるような情報提供が必要なのでは

ないかと思います。 

 中小企業の省エネ診断も今は進めようとされていますけれども、やはり家庭も省エネ診

断ももうちょっと進めたほうがいいと思いますし、例えば家の断熱などは省エネ性能が低

い家はそもそも電気代がかかるから家賃がちょっとぐらい低くても損なんだよと。そうい

うようなことが一般の人が分かるような状態がいいのではないかと思います。 

 省庁連携やいろいろな連係、部門の横断の見方というのは、それは一種当然努力してい

ただきたくて、むしろもしまだできていなかったとしたらちょっと遅いぐらいかなと思っ

たりもしますので、ここは全力で進めていきたいと思います。 

 あと、もう一つ、企業に対してです。先ほど申し上げましたように、企業は相当頑張っ

て、本当に雑巾ももう絞れないぐらい頑張っていらっしゃるにもかかわらず、それが必ず

しも十分に伝わっていないと思います。もちろん、一般の方の評価も必要ですし、一つは

先ほど寺澤さんが申された投資家や金融に対する評価というのもあると思うんですけれど

も、もう一つ分かりやすく、やはりいい人材が採れるようにするということは企業にとっ

て大事ではないかと思います。特に、今の若い人たちは自分たちの環境、これは財政も環

境も 50年後どうなっているんだろうという不安がある中で、この企業はとてもそこに注力
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しているすごくいい企業なんだということをアピールすることは、この世代にはうまくや

れば効くのではないかと思います。 

 そういうこともフックにして、企業が頑張っていただくようにしたいんですけれども、

今、幾つかあるデータの開示に関しましては、ちょっとまだにゅるっとしたものがあると

感じます。例えば、先ほどありました情報提供の格付けですけれども、学生が大手企業と

思うところはほぼ５つ星では正直差別化にされていませんで、そりゃあ、みんないいだろ

うということになります。なので、いろいろなことを格付けする上では、あるいはデータ

を開示する上では、トップはかなり高い所に置いて、かなり努力をしなければいけない、

トップは取れないようなものにして、みんなが努力をする、あるいはそれぞれの企業がち

ゃんと差別化することが世の中にもしっかりアピールすることになるのではないかと思い

ます。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、林委員、お願いいたします。 

○林委員 

 林でございます。聞こえていますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○林委員 

 ありがとうございました。私のほうから大きく２点コメントをさせていただきたいと思

います。 

 まず１つ目が、31 ページのＤＲ対応家電に係るルール、技術、制度設計は非常に大事な

ことだと思っています。見方を変えると、これは多分ＤＲ Readyの家電を電力ネットワー

クにつなげていくということだと思っていまして、特に左下のちょっと小さい字でアスタ

リスクになっていますけれども、需要家の皆さんというのは、太陽光が安い時間帯にしっ

かり電気でお湯を作っておけば電気代も安くといったことをやりたいんですけれども、そ

ういったことが可能となるように家庭まで届くすごく大きな社会インフラシステムという

ものの再構築を今回はするということだなと理解しております。 

 そういった中で、先ほどオーストラリアなどの海外の事例で積極的に先にされていると

いうところは本当にぜひ参考にしていただいて、一方でこの電力の需給ひっ迫時で需給が

ひっ迫しているかどうかが分かるのが一般送配電事業者とネットワーク事業者でございま

すので、先ほど寺澤委員からもございましたけれども、やはりスマートメーターの管理を

して電気の出し入れが分かっているのが一般送配電事業者ですので、そういったものとし

っかり連携して、そういうＤＲ Readyの家電機器があった場合に、今は需給ひっ迫してい

るというシグナルを受けて、それでちょっと対応するということでインセンティブができ

るような制度となると、非常に国民の皆さまも理解しやすい世界が生まれるのではないか
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ということで。この家電やエアコン、ヒートポンプ機器にスマート分電盤などが今後つな

がれば、自分のエアコンの個別的計量もできますし、ＤＲ Readyの家電、例えばエアコン

やヒートポンプ、そういったところの情報を出していただければ、スマートメーターと差

し引きすると、自分の所のエアコンはこれだけ貢献しているなとか、自分の所のヒートポ

ンプ給湯器はすごく効率的だなというのが分かると思うんです。そういったちょっと需要

家の皆さまに寄り添った新しい社会インフラシステムということをぜひ意識していただけ

ればと思いますし。ご承知のとおり、今後、先ほどスマートメーター制度検討会の後継の

分散型電力システムの検討会なども開かれるという話も聞いておりますので、そういった

他分野というか、同じエネ庁の中でのそういったところの取組ともぜひ情報を共有しなが

ら、強い社会インフラを、国民の皆さんが安心できて、しかも電気代が下がる社会インフ

ラシステムを構築していただきたいなというのが私の願いでございます。これが１点目で

ございます。 

 あと、２点目は、40 ページの節電プログラムの促進事業ということで、先ほど宮島委員

からもございましたけれども、おっしゃるとおりだと思いました。私も同感です。 

 それで、特に、多分、これは簡単にポイントで言うと、国がエネルギーの小売事業者に

支援するんですけれども、その方々が家庭や企業の皆さまに支援するという一気通貫型の

あるべき姿を見せるんですけれども、その全体の絵姿もそうなんですけれども、一般の家

庭の皆さんに届くような、例えばハンドブックとか。例えば、高齢者の方々や家庭の子ど

もなど、家族と話しした時にそのパンフレットを見ると、こういうふうになったんだよね、

というのが分かるようなことというのは、実は大事なんじゃないかなと思っています。家

庭でそういうボトムアップで盛り上がれば、いろんな家庭の家電の買い替えとかＤＲ 

Ready の話も含めてつながっていくと思っていますので、それをつくる、つくらないは別

として、ぜひそういったＤＲの取組というのは非常に今回は今後のキーになっておりまし

て。節電はもうなかなか難しいところがあると思うんですけれども、時間に合わせて安い

時にちゃんと機器を動かせるというマネジメントの機能を安く広くやると。で、数が出れ

ば産業界の皆さまは、エアコンやヒートポンプというのは世界レベルでもトップ企業でご

ざいますので、産業競争力につながっていきますし、日本でしっかり成果が出れば、ほか

の国もＥＳＧ投資やカーボンニュートラルのいろいろな投資などが呼び込めると思います

ので、そういった国と国民と産業界が連携して、新しいこのうねりをつくっていただくと

いうことを期待したいと思います。 

 すみません。私のほうから以上です。長々と失礼しました。ありがとうございました。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、山川委員、お願いいたします。 

○山川委員 

 山川です。聞こえますでしょうか。 

○田辺委員長 
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 はい、大丈夫です。 

○山川委員 

 家庭部門についてコメントをさせていただきます。38 ページ以降に家庭部門の新たな事

業等をご紹介いただきましてありがとうございました。いずれも賛同いたします。その上

で、消費者の視点でちょっと個別にコメントをしたいと思います。 

 まず、今、映っている住宅リフォームのところですけれども、住宅の省エネリフォーム

に関しては、快適性や健康の面でも消費者にメリットがあるという点も併せてアピールい

ただきたいと思います。また、省エネリフォームはある程度お金がかかるものですので、

事業者側からの案内や誘導が大変重要と感じますので、その点も進めていただきたいと思

います。 

 それから、関連して、先ほど前半の議論でご説明がありました７ページの英国の光熱費

のグラフ、これは非常にインパクトがありまして、省エネ性能が低い住宅の光熱費はこん

なに高いんだというのが一目で分かるグラフだと思って見ていました。日本では、どうし

ても省エネ改修をすると、暖房費用がどれぐらいお得になるといったような表現が使われ

ているのが多いんですけれども、こういったものを参考にしていただいて表現の方法も検

討してはどうかと思いました。 

 それから、39 ページの地方創生臨時交付金の中で、省エネ家電買い替え促進のメニュー

があるということですが、ちょっと家電に関して感じていることをお伝えしますと、先日、

大規模な家電店、数店舗ですが、いずれも異なる会社の店舗なんですけれども、統一省エ

ネラベルの表示状況を見る機会がありました。会社によって状況が随分異なっていました。

表示の有無もそうなんですけれども、表示されていても小さくてすぐに認識できないとい

うような状況もありました。この買い替えの促進の事業というかメニューに関しては、買

い替えによって省エネが図られるだけではなく、消費者のラベルの認知度の向上と店舗の

表示状況の改善を図れると思います。 

 それから、次の 40ページの節電プログラム促進事業については、先ほど林先生もおっし

ゃっていましたとおり、やはりＤＲについて分かりやすく消費者に伝える必要があると感

じております。 

 それから、１つ飛びまして 42ページの指針の見直しについてです。先ほど宮島委員もお

っしゃっていましたが、このたびの光熱費の高騰で消費者の省エネ意識は非常に高まって

いると感じます。適切な情報を適切なタイミングで提供することを促す指針となるように

見直しをしていただきたいと思います。 

 なお、毎月の検針票が紙からＷＥＢに移行しております。 

 現在の指針で上げられている項目を実施なさっている場合でも、その内容はＷＥＢ上で

の閲覧になっています。ＷＥＢは、消費者が自分でアクセスしない限り目にすることがあ

りませんので、プッシュ型の通知とするなど、現状を踏まえた内容としていただきたいと

思います。 
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 以上です。ありがとうございました。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、塩路委員、お願いいたします。 

○塩路委員 

 ありがとうございます。よろしいですか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○塩路委員 

 ありがとうございます。今後の省エネを進めるに当たって必要なさまざまな強化策をご

説明いただきました。いずれもまさにわが国の経済と産業の将来に関わるという意味で非

常に重要な重点対策であって、特に最初に説明されたデータの活用ですね、私としては。

そのデータの活用はやはり全ての施策に関わるもので、これはなるべく慎重かつ早急に検

討すべきと思います。 

 先ほど寺澤委員のご指摘にもあったＩＴというかスマートメーターもそうですし、いわ

ゆるＤＸの活用がキーになると考えていますので、よろしくお願いしたいと思います。ま

た、そのほかにも寺澤委員もご指摘のあった昨年来この省エネ小委でも需要サイドのさま

ざまな取組を議論してまいったわけですけれども、やはりそのエネルギー供給事業者側で

すか、これのご指摘もありましたが、ここのところの省エネに関与できる仕組みも、これ

も実はＤＸの活用に関わることと考えます。そういった取組について、今後ともよろしく

お願いしたいと思っています。追加的になりますが。 

 それと、産業競争力の強化についてもＧＸ実行会議では官民を含めたかなりの予算、何

十兆という予算の投入も議論されているとお聞きしています。この省エネ小委の関与する

部分も先ほどご説明のあったようにかなり多くて、実行力のある施策の議論が今後とも必

要になってくると思いました。 

 最後になりますけれども、43 ページの視点と政策についてですが。今回のまとめとして

はよく分かります。特に、以前から私も申し上げている視点３の省庁連携。これは、先ほ

ど例示いただいたところでもありますけれども、ＣＯ２削減や温対法などの所掌は環境省

ですし、あるいはいろいろな施策の実行のところでは国交省が担当する分野も多いと考え

ます。だから、ちょっと難しいかもしれませんが、組織再編も含めて、今後とも適切なマ

ネジメントを期待しております。 

 で、その中で、この 43ページのまとめですけれども、視点にまず抜けがないかというこ

とと、政策の１から４が並列するものばかりではありませんね、当然。だから、今日のま

とめとしてはこれでもちろん十分ですけれども、外向けに何か説明する際には、もう少し

構造的な表現というのが必要ではないかなと感じております。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

○田辺委員長 
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 どうもありがとうございました。それでは、木場委員、お願いいたします。 

○木場委員 

 ありがとうございます。声のほうは聞こえておりますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○木場委員 

 それでは、私から２点申し上げたいと思います。 

 １点目は、26、27 ページあたりにございました事業者の定期報告内容の任意開示の件で

ございます。私はこの件は賛成でございます。私もよく仕事上、脱炭素をテーマにしたシ

ンポジウム等さまざまな企業の方とやらせていただく機会がございますが、やはりこの問

題というのは企業の生き残りがかかった非常にシビアな課題と皆さん、捉えておられます。

ＥＳＧ投資は非常に重要になっており、サステナビリティー情報の開示の要請というのも

もうまさに高まっている中、企業価値の向上に寄与する開示には賛成でございます。 

 ２点目ですが、こちらのほうが少し長くなるかもしれませんが。やはり広報的な面で家

庭部門について発言をしたいと思っております。私の前に発言されました宮島委員や山川

委員とかなり重なる部分が多いかもしれませんが、少しお付き合いいただきたいと思いま

す。 

 昨年の４月に気候サミットで新たな 2030年度目標として 13年度ＣＯ２46％削減という非

常に高いハードルが打ち出されたわけでございますが、パーセンテージでいうと、やはり

家庭部門が最も高くて 66というのはかなり驚くべき数字だと受け取りました。さて、現在、

電気代が大変高騰していて、これは本当に由々しき問題でございますが、先ほど宮島委員

もおっしゃったように、やはり今の危機感というものを省エネへの動機付けにするには良

い機会かなと思っております。 

 先ほどの資料の中で、中小企業の方々の省エネ診断の申し込み件数が３倍という数字が

ありましたが、今般のエネルギー価格高騰を受けて、皆さんに何かしなければという今ま

でにない動きが起こっているわけですから、ここできちっと広報をしていくということが

非常に重要だと感じております。 

 それで、伝わる広報とは何だろうと考えるのですが、毎日のように電気代のニュースを

聞いていると１つ気になる言葉がありまして、よく平均的な家庭では 2,000 円の値上がり

などと、そういう言い方をするのですが、果たして平均的家庭の定義というのを丁寧に聞

いたことがあまりございませんし、これを聞いた時に自分は平均に比べてどうなんだろう

という、自分に当てはめるのが難しいなと、いつもこのニュースを聞くと思っております。 

 これが、例えば世帯数何人の家庭を示しているのか分かりませんけれども、十数年前か

ら一般的な１世帯というのはもう２人を切っている状態でございますので、それを指して

いるか、その辺りを、やはり細かなところまでは短時間では難しいと思うので、せめて１

カ月の料金が何千円の世帯ではこのぐらいとか、あるいはパーセンテージのほうがより伝
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わると思いますので、何％ぐらい上がりますなどというのを、少しここは経産省さん含め

働きかけていただきたい。消費者がそれぞれ自分の立ち位置が分かるような工夫をぜひお

願いしたいと思っております。 

 関連して、これからの冬の問題という点についてお話をさせていただこうと思います。

つい最近、７年ぶりに冬の節電要請が出たというところでございます。私もいろいろな所

でお話をして感じるのは、夏と冬でどちらが電気代が高いのか、という点で、猛暑を感じ

ると夏なんじゃないかと思っている方が結構いらっしゃいます。実際は、冬のほうが高く

なるわけでございますけれども、今、確認したところで、例年でいいますと、世帯の人数

によってそれぞれ数値は違うのですが、冬は夏に比べると幅で言うと 26 から 40％も例年

でも電気代が上がっているということになっております。これは地域によっても、また夏

と冬の格差というのが違ってくると思いますが。ついこの間、夏の料金明細を見てものす

ごく驚いたところなのに、やってくる冬はまさにまた恐怖を感じるぐらい上がるのではな

いかと。こういうところの大前提を生活者の皆さんに伝えることが必要なのではないかと

思っております。 

 で、冒頭の 66％に戻りますが、限界もあるだろうなということを感じます。 

 そういったところで、抜本的に国も住宅の省エネ性能を高めるための政策ですとか、冒

頭のイギリスやドイツの高効率給湯器の買い替え補助金の話などが出てきていると思いま

す。とにかくこういった情報がまだ、国民に浸透していない。自分が今この位置にいてこ

ういったことに取り組めばわが家にとっても省エネになるし、経済的にも家計にも優しい

し、脱炭素にも資するというようなところの情報を、ぜひこの後きめ細かく発信していた

だきたいと思っております。 

 いずれにしましても、さまざまな情報というのは消費者に伝わって、それを実感してい

ただいて、動機付けて、行動に移すサイクルができないとなかなかうまく回らないと思っ

ております。 

 今、申し上げたのはアクションの前の部分、前提の部分をぜひ今後もきめ細かく広報を

していただけたらと思っております。 

 以上でございます。どうもありがとうございました。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、矢野委員、お願いいたします。 

○矢野委員 

 流通経済大学の矢野です。物流に関連してお話しさせていただきたいと思います。今後

の省エネ政策ということで、最後ご提示ありました。まさしくこのとおりだと思っていま

す。特に物流面では、そのデータ活用の強化というところのデータをどう扱うかと、ここ

のところが非常に問題になっているかと思います。もちろん、開示ということは重要なん

ですが、残念ながら、今は物流に関連するデータというのがなかなかすぐに評価する、あ

るいは比較するといったところになり切っていないというところがあります。そういうよ
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うな物流データについて、どうやって収集するか。そこの収集の仕方というところはもの

すごく難しいんですが、そこが非常に課題になっているかと思いますので、そこのところ

は今後もやっていかなくちゃいけないと思っております。 

 それから、もう一点です。家庭への取組強化ということで、今回、どちらかというと節

電と、こういうところが中心だと思います。ただ、物流やサプライチェーンの観点からい

うと、もう少し広くやはり消費者に対して言っていく必要があるだろうと。つまり、今は

サプライチェーン全体が完全にプル型になっています。そういう意味では、各消費者の消

費スタイル、あるいは生活スタイルがサプライチェーン全体のエネルギーの利用にすごく

影響すると。エネルギー消費に影響するという現状があります。そういう意味では、実際

に消費者等が実際の毎日の行動というのがサプライチェーンの全体のエネルギー使用にど

ういう形で影響しているのかと、そこのところをできるだけうまく消費者に伝える。そう

いうことがとても重要なのかなと思っています。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 どうもありがとうございました。それでは、佐々木委員、お願いいたします。 

○佐々木委員 

 ありがとうございます。聞こえていますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○佐々木委員 

 まず、最初の１部のほうですけれども、改正省エネ法に関しまして、工場等ワーキング

グループの一員として、いろいろと今後詰めなくちゃいけないところを多くの委員からも

ご意見いただきましたので、しっかりと取り組んでいきたいと思っております。 

 ご説明の２部のほうですが、既にもう多くの委員からご指摘がありましたデータの活用

に関してです。企業が開示したいデータは積極的に集めると同時に、すでに１万 2,000 社、

約 80％をカバーしている定期報告書がありますから、その信頼性の高いデータを可能な範

囲で活用し、分かりやすい形で社会に示していくということが重要だと思います。その際、

企業がメリットを享受できる仕組みというものを国として考えていただきたいと思ってい

ます。 

 ２番目は、中小企業の施策についてです。特に製造業の企業を回っていろいろと見てお

りますと、エネルギーのコストの値上げ、それから大企業からの様々なプレッシャーもあ

って、エネルギーは死活問題になっています。実際のところ、どういうふうに省エネを取

り組むかというところの知見がない現場もたくさんありますので、先ほどの省エネ診断、

それからあと省エネ機器等を導入する支援を、国として是非とも強力に進めていただきた

いと思います。 

 ３番目は、最後のまとめのスライドです。非常によく分かりやすくまとめて書いていた



 28 

だいていますが、私としては、今後の経過処置に係るところを懸念しております。そこで、

時間軸というところを１つ加えていただきたいなと思っております。と申しますのも、省

エネ法の改正でも再生エネルギーの促進という形で話が出ていますけれども、現状を見ま

すと、その主なところは再生可能電気に頼ることになります。再生可能電気を導入して脱

炭素化を図るロードマップを、多くの企業が書いています。そこで、2030年、そして 2050

年に向けてより再生可能電気の利用が増えた場合、供給側で十分な再生可能電気を供給で

きるのか、奪い合いにならないかということが懸念されます。 

 全体としてのエネルギーのバランスというものも考えた上で、どういう施策をまず打つ

べきかというような視点も、時間軸も含めて表として描いていただけるとありがたく思い

ます。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 どうもありがとうございました。それでは、市川委員、お願いいたします。 

○市川委員 

 ありがとうございます。聞こえていますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○市川委員 

 今の 43ページのまとめ、視点と政策は分かりやすくまとめられていると思いました。そ

の上で２つ意見を述べたいと思います。 

 スライド 18、省エネ政策の視点というスライドのその長期的な脱炭素化に向けて省エネ

が最適かというところで、きちんとデータで検証すべきではないかという、まさにここの

ところはとても大事な考え方だと思っています。私は、いわゆる「省エネ原理主義」にな

っていないか？ときちんと書かれているというところがありがたいなと思っていて。「省

エネ原理主義」になっていないか？という問いかけを常に持つということも大事なことだ

と思っています。それだけでなく、環境原理主義であるとか、再エネ原理主義などという

言葉もありますので、そういう視点も忘れずに持っていていただきたいと思っています。 

 それから、２つ目ですけれども、今後の省エネ政策全体についてです。データ活用や産

業競争力の強化、中小企業への取組強化、家庭への取組強化、どれも重要な政策だと思っ

ています。 

 スライド 38の家庭への取組強化について、新たに３省連携のワンストップ対応を予定し

ているということで、とても重要なことで合理的だと思っています。省エネリフォーム支

援についてはこれまでもいろいろ言われていますけれども、日本においてはいろいろな中

古住宅がありますので、どこまで支援すべきかなど、費用対効果のある内容にしてほしい

と思っています。 

 今、エネルギー価格が跳ね上がって、さまざまな値段が急激に値上がりしていて、消費
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者の人たちにはどうしようもないくらいの重さでのしかかってきておりますので、こんな

時だからこそ中小事業者や家庭に向けてのさまざまな支援や取組はとても大事だと思って

います。ただ、それだけではなくて、大企業を含めた日本独自の省エネ技術というものを

しっかりと育てていくというアプローチもきちんと堅持してほしいと思っています。今は

省エネの重要性を本当に実感できる大事な時だと思っていますので、費用対効果のある施

策をお願いしたいと思っています。 

 最後にちょっと細かいことで恐縮なのですが、スライド 42、一般消費者への情報提供に

ついて、いろんな委員の方がおっしゃっているように、大変重要なことだと思っておりま

す。ここの下のほうの囲みの部分の２のところですが、「エネルギー供給事業者は、可能

な範囲内で、他の家庭とのエネルギー使用量の比較等に関する情報を提供するよう努める」

とあるのですが、私はこれは余計なお世話的な感じがするのです。家庭は構成人数や世帯

が同じでも暮らし方はそれぞれだと思うので、私的には例えばどういうようなイメージか

というと、身長、体重、スリーサイズの合計を比べてみることにあんまり意味がないのと

同じような気がしています。ここがこのまま生かされるのかどうかは分かりませんが、私

の勉強不足かもしれませんが、ちょっと気になりましたので申し添えます。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。 

 委員の方で、松村委員、ご発言はよろしいでしょうか。 

○松村委員 

 はい、結構です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、これまで頂いたご意見やご質問に関して、事務局か

らコメントがあればお願いをいたします。 

○稲邑課長 

 事務局でございます。ありがとうございます。今、いろんなコメントを頂いた部分につ

いて、少し４つの政策の中でどういうふうに今後やっていくかというところを説明させて

いただきます。 

 まず、開示のところは、皆さんのいろいろ意見を伺って、ぜひこういった形で進めれば

と思っております。その中で、例えば寺澤委員から頂いた金融目線、投資家が実際にこれ

を見て使えるようなものになっておらず、単に数字だけを見てもしょうがないというご指

摘については、ＥＳＧ投資をやっている専門家と議論をしながら、どのような開示が意味

があるのか、あるいは、もちろん企業からそれを出せるかといったことも含めて、よく議

論をしていきたいと考えております。多分、省エネ法の定期報告の細かいデータになりま

すと、企業秘密になるところもありますので、そういったことのリスクもちゃんと見なが

ら、どの程度のデータであれば出せて、かつ意味があるかということが重要だと思ってい
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ます。 

 それから、この開示の論点では、宮島委員がおっしゃったように、投資家だけではなく

てリクルートの観点で非常に重要な情報だということなので、企業もぜひここにこれを出

して、それを学生などに見ていただいて、それで差別化が図られるということにつなげて

いけることも考えたいと思います。 

 ２番目の政策の柱であります産業競争力の強化についてもたくさん意見を頂いたところ

でございます。例えば、林委員がおっしゃっていたように、このＤＲというのを進めてい

く上で、家電のＤＲのところだけじゃなくて、例えば、ネットワークインフラをやってい

る側の制度作り、市場づくりともよく議論していくということが重要であるというところ

なんで、ここをしっかり踏まえた形でやっていきたいと思っております。 

 それから、競争力については、飛原委員から、のんびりしていると他国に負けちゃうと、

日本はそんなに強くないかもしれないという点については、うまくポテンシャルを持って

いるところを伸ばせるような議論を、飛原委員が座長をしていますトップランナーのエア

コンＷＧで、ぜひ議論を進めていただければと期待しております。 

 それから、塩路委員からは、この競争力の観点でＧＸの中でかなりの予算を使っていろ

いろなことをやっていくという点については、うまくこの省エネのベンチマークとして省

エネ法を生かしてほしいということでしたので、この点もしっかり踏まえて進められれば

と考えております。 

 政策○3 の中小企業についてもたくさん意見を頂いたところでございます。中小企業にど

ういうふうに働きかけるかという視点でいろいろ課題がございますが、鶴崎委員がおっし

ゃったように、中小企業に働きかける上で、地域の金融機関の役割が大きいのではないか

と思います。よくリレーションシップワーキングといわれている分野でございますが、こ

ういったところも、直接金融の世界に働きかけるような開示だけでなく、むしろ中小企業

は間接金融のところに対してどういうふうに使って、こういう開示なのか、あるいは政策

ツールなのか、使っていただくかということが重要だと思っていますので、ここも進めて

いきたいと思います。 

 ４番目の柱の家庭のところは、特に皆さんからいろいろ意見を伺ったところでございま

す。山川委員から、家電量販店に行ってちゃんと表示されているかということは、消費者

接点として重要じゃないか、というご指摘頂きました。実はちょうど先週に大手家電量販

の業界団体と意見交換をして、国も補助金などを含めていろいろと支援策に取り組むので、

ぜひそれを活用し、また、もっとうまくラベルで表示するなどをやってくださいというお

願いをしたので、そちらの方向にもうまく働きかけていきたいと考えています。 

 それから、行動変容というのは一つキーになると、やはり家庭にどうアクションしても

らうかというのは非常に重要な分野であるということを、鶴崎委員や木場委員から頂いた

ところです。特に木場委員から頂いた、どうやって生活者に伝わるような広報をやるか、

それでアクションを取ってもらうかという点ですが、今やっているようなコミュニケーシ
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ョン・ランキング制度だったり、あるいは努力義務の中で事業者さんに取り組んでいただ

いているものをどう改善するかというような大きな課題だと思っています。 

 他方で、市川委員がおっしゃったように、何でもかんでも比べて見せられても余計なお

世話になるかもしれないというのも実態としてあると思いますので、この辺りはメリデメ

を含めてどういうやり方がいいかということを考えた制度設計をしていければと考えてお

ります。 

 それから、矢野委員がおっしゃっていた物流の分野でも、やはり消費者が起点になって

いるプル型の物流になってきているのであり、消費者の意識を変えていくことも物流分野

での省エネ上も重要じゃないかというご指摘もございましたので、ここの分野は特に力を

入れてできればと考えているところでございます。 

 それから、市川委員から、省エネ住宅リフォーム政策について、いろいろ国で支援する

のもいいけれども、ちゃんと費用対効果を出してということでございましたので、ここは

関係省庁で議論をしている中でもどういうようなところで効果的にできるかという、予算

事業だけではなくて、広報や制度も含めてどういうふうにやっていくかということを議論

していきたいと考えているところでございます。 

 最後に全体の取りまとめの関係でございますが、佐々木委員から時間軸を取り入れた上

で示していく必要があるのではないかご意見いただきましたが、次回にぜひこの政策それ

ぞれについて委員から頂いた指摘を踏まえて、今後これがどういう時間軸になるかという

再整理をさせていただこうと考えております。また、これは経産省、エネ庁だけではなく

て、関係省庁のいろいろな政策と調整しながらうまく進めていきたいと思っていますし、

例えば荒田委員がおっしゃったような東京都の取組から学ぶことも含めて、うまく整理し

た上で提示させていただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、次にオブザーバーの皆さまからご意見等がござい

ましたら、チャット機能でご発言希望の旨をご連絡ください。大変恐縮でございますけれ

ども、ご発言は１人２分以内とさせていただくようにいたします。それでは、まずエネッ

トの谷口さま、お願いいたします。 

○谷口オブザーバー 

 ありがとうございます。エネットの谷口です。音声は大丈夫ですか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○谷口オブザーバー 

 ありがとうございます。前半の論点のほうの 15ページの電気需要の最適化の観点でコメ

ントをさせていただきます。この内容自体は賛同します。一方で、この再エネ余剰時の上

げＤＲを評価するというのを現行ルールのままで適応してしまうと、期待する効果が得ら
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れないのではと懸念しております。と言いますのは、われわれの小売電気事業者は個社ご

とに自社需要に対する同時同量ルール、同時同量義務というのを担っておりますので、上

げＤＲを需要家が行って需要が再エネ余剰時に伸びたとしても、個別の事業者としては、

火力をたき増す等でこの需要に合わせて供給を手当てするというような振る舞いを行うこ

とも現行ルール下では想定されます。そうなってくると本来使いたい再エネ余剰をうまく

活用できないということにもなると思いますので、この電気事業の同時同量ルールとの関

係も整理しながらこの成果がきちんと再エネの活用につながるように詳細設計の時にお願

いできればと思います。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、電気事業連合会の岡村さま、お願いいたします。 

○岡村オブザーバー 

 電事連の岡村ございます。聞こえますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○岡村オブザーバー 

 議題１、２を通じまして、多くの項目で電気事業者への期待や取り組むべき事項、それ

から電気事業者に対する支援策等を記載いただいたと受け止めてございます。本日、その

うち４点についてコメントさせていただきます。 

 まず１点目は、６ページの電気料金の推移についてですが、ご承知のとおり燃料価格高

騰、急激な円安により、電気料金が上昇し、皆さまにご負担をおかけしていますことをお

わび申し上げます。今般の総合経済対策に示されたエネルギー価格高騰激変緩和措置につ

きまして、事業者として最大限協力してまいる所存でございます。 

 続きまして、15 ページのＤＲの新たな評価を設ける点についてでございます。現時点で

はＤＲに取り組む事業者さまは限定的と推察される中、改正省エネ法によってＤＲの実績

報告等を追加的に求めることは事業者のＤＲ意識醸成や、ＤＥＲの普及・拡大につながる

ものと捉えております。インセンティブ付与と合わせて引き続きのご検討をお願いしたい

と思ってございます。 

 それから、22 ページの省庁連携の部分でございますが、例示されております支援策のみ

ならず、改正省エネ法におかれましては、本日参考資料として配布されておりますが、建

築物省エネ法、こちらの法律における評価指標の整合について国交省さんとの連携をぜひ

お願い申し上げます。 

 最後でございます。32 ページ以降の中小企業や家庭への取組強化の部分でございます。

高効率給湯器等導入等支援は大変ありがたく、また複数年の投資計画に切れ目なく対応で

きる新たな仕組みや、省エネ診断の支援拡充、これらにつきましては需要家やわれわれ事

業者の要望に応えていただけるものであり、ぜひよろしくお願い申し上げます。 
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 それから、電気事業者としましては、40 ページ以降の節電プログラムの促進や省エネに

関する情報提供等については、引き続きしっかり取り組んでいく所存であります。指針、

ガイドラインの見直しにおかれましては、われわれ事業者の取組の実態を踏まえた検討を

お願いしたいと思っております。 

 私からは以上でございます。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、省エネルギーセンターの奥村さま、お願いいたしま

す。 

○奥村オブザーバー 

 ありがとうございます。省エネルギーセンターにつきまして、ご説明にありましたよう

に中小企業向けの診断等で政策協力させていただいておりますけれども、今後もエネルギ

ー管理に係る専門知識を生かして柔軟に幅広く対応してまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。コメントとして、議題１の改正省エネ法の施行に関して２つほど

申し上げたいと思います。 

 15 ページの電気需要最適化評価原単位についてですが、これについてはＤＲ措置の評価

指標として役割が期待されておりますけれども、ちょっと次の点で疑問があると思ってい

ます。15 ページの左側の図からも分かりますように、この原単位に燃料と熱の使用も含ま

れますので、ＤＲ措置そのものの努力が見えにくくなっているんじゃないかと思います。

それから、一般に生産変動等による電力の使用調整には限界が伴いますので、ある年に相

当ＤＲ措置を行えたとしても、これを毎年深掘りしていくというのはエネルギー全体の使

用原単位を毎年１％以上低減していく以上に難しいのではないかと。このために、この最

適化評価原単位が単独の評価指標としては次第に機能しにくくなるんじゃないかなと考え

ています。その意味で、15 ページの右側の図に示されたような新たな評価軸として、ＤＲ

の実績を直接評価する枠組みというのは適切ではないかと思っております。 

 それから、個別の話になりますけれども、８ページの欧州の対策でも重点が置かれてい

るヒートポンプについてです。今回の省エネ法におけるエネルギーの定義の見直しによっ

て、ヒートポンプが持つ機能の意味合いは変わったのではないかと思っています。ご存じ

のとおり、ヒートポンプはその入力以上に使用できる大気熱を発生する技術ですけれども、

この大気熱は従来省エネ法のエネルギーの定義に含まれておらず、他の化石エネルギーの

利用を反射的に抑制するという省エネ機能を持つものとして位置付けられています。しか

し、今回の定義拡大をきっかけに、この大気熱を非化石エネルギーと位置付け、積極的に

その機能を評価することも可能になったのではないかと思っています。ちなみに、エネル

ギー需給高度化法では大気熱を再エネとしておりますし、ＥＵでもヒートポンプの熱を再

エネとしていると聞いております。ただ、現在のところ、この大気熱の算定方法は必ずし

も確立しておらず、またエネルギー統計でもカウントされていないということも事実なの

で、以上の点を踏まえて引き続き大気熱の取り扱いについてＷＧで議論を論理的に深めて
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いただければと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、石油連盟の吉村さま、お願いいたします。 

○吉村オブザーバー 

 石油連盟の吉村です。聞こえますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○吉村オブザーバー 

 よろしくお願いします。私のほうからは、省エネ法に基づく定期報告内容の開示化につ

いて、資料でいいますと大体 25 ページから 27 ページにかけてについて、２～３コメント

をさせていただきたいと思います。 

 定期報告内容について、これから省エネ法改正に基づいて拡充されるわけですけれども、

ＥＳＧ報告や統合報告書、それから関連する温対法の報告書など、幾つかこういった類い

の報告書があるので、こういった報告書を作成するに当たって重複感がないように工夫を

していただければ、可能であればワンストップ開示というような形になっていただくと望

ましいと思いますけれども、ここは配慮をお願いしたいと思います。 

 ２つ目ですけれども、非化石エネルギーの導入余地に制約があるとか、あるいは非化石

エネルギーの使用割合を定量的に把握するということはなかなか難しい事業者もいるので

はないかと思います。一方で、Scope１、２だけでなく、Scope３に取り組んでいる事業者

もいるということで、そういった省エネ法の定期報告の結果に表れない事業者の前提条件、

特に Scope３の取組を確認できるようにすれば、カーボンニュートラル社会の実現に向け

てという大きな目標に向かって事業者は工夫をしているということが分かるように、そう

いった情報開示の内容というのも検討の余地があるのではないかと思います。 

 最後ですけれども、こういった情報開示の仕組みでいつも議論をされるんですけれども、

仮に諸事情があって非開示になったとしても、ネガティブな評価にならない、レビュテー

ションリスクについてもいろいろ工夫をしていただければありがたいと思います。 

 以上でございます。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、鉄鋼連盟の山本さま、お願いいたします。 

○山本オブザーバー 

 日本鉄鋼連盟の山本でございます。発言の機会をいただきありがとうございます。まず

は、非化石エネルギーの転換に関して、その指標の検討について業界関係者と丁寧な対話

をいただいておりまして、大変感謝しております。ありがとうございます。 

 鉄鋼業は、石炭由来のエネルギーが非常に多く、それ故に購入電力を再エネ電力に切り

替えるというのは非常に対策として小さくなって目に見えにくい部分がございます。一方
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で、排熱回収というのは従来から日本鉄鋼業ではやっておりまして、世界最高水準のエネ

ルギー効率を得ている理由のひとつであるわけですが、それの向上という部分については

ぜひ非化石エネルギーという評価をしていただいて、それが追加的な化石燃料の投入を排

除することにつながりますので、ぜひ非化石エネルギーの排熱回収の推進というところを

評価いただけるような制度にしていただければと考えております。 

 それから、ＤＲにつきましては、やはり先ほど他の委員からのご発言もございましたが、

地域ですとか電力会社間によって発動のタイミング、それから回数もいろいろ違いますの

で、そこを評価制度につなげるというところについては実態も踏まえた慎重なご検討をい

ただければと考えております。 

 それから、定期報告の任意開示の部分でございますが、これは非常に重要な事項である

と考えておりますが、やはり事業者間のエネルギー需給の構造の違いなどがございまして、

必ずしも企業間の単純比較には適さないものと考えておりますので、その辺についての配

慮ご検討いただければと思います。また、開示内容につきましても、先ほど稲邑課長のご

発言にもございましたが、報告内容が個社の経営上の機密情報も非常に多く含んでいると

いうところでございますので、その項目の選択についても今後いろいろ継続的に議論をさ

せていただければと思いますし、項目の選択が企業のマイナス評価につながらないような

形で使っていただけるものになればと考えております。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、日本ガス協会の三浦さま、お願いいたします。 

○三浦オブザーバー 

 日本ガス協会の三浦でございます。聞こえていますでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、大丈夫です。 

○三浦オブザーバー 

 発言の機会を頂き、ありがとうございます。 

 まず１点目です。資料の 18ページのＧＸ政策に関する省エネの効果分析についてでござ

いますが、佐々木先生からもご指摘がございましたけれども、トランジション期を踏まえ

た時間軸の概念ということも大変重要だと思っております。われわれガス業界もトランジ

ション期の燃料転換と天然ガスの高度利用、その先にあるメタネーションによるガス自体

の脱炭素化まで、カーボンニュートラル社会の実現へ貢献できるように取組を進めてまい

ります。今後の技術革新や、サプライチェーン全体のコストダウンなども見据え、多様な

選択肢を持って予断なく検討を進めていただくようにお願いいたします。 

 次に、32、33 ページの中小企業への取組強化につきましても、ぜひ進めていただきたい

と思います。これまでもガス事業者はお客さま先に入り込み、省エネ提案活動を行ってお

り、引き続きこれらの活動を行うとともに、抜本強化された省エネ補助金も活用していき
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ながら、お客さまのさらなる省エネの推進を支援してまいります。 

 最後に、外気との温度差がない大気熱を外気との温度差がある地中熱等と同じ自然熱と

してひとくくりに扱うことには疑問を感じております。 

 2009 年に成立した高度化法では、大気中の熱が再エネ源とされたものの同法に基づくそ

の後の制度では扱われておりません。また、2022 年に改正された温対法やエコまち法にお

いても、大気熱は再エネに含まれないことが明確となっております。以上より、自然熱の

取り扱いについては、引き続き丁寧にご検討いただきますようお願いいたします。 

 以上であります。 

○田辺委員長 

 ありがとうございます。それでは、環境省、国交省の皆さまがご参加されておりますけ

れども、何かご意見はございますでしょうか。いかがでしょうか。 

○井上オブザーバー 

 一言よろしいでしょうか。 

○田辺委員長 

 はい、お願いいたします。 

○井上オブザーバー 

 環境省の地球環境局地球温暖化対策課の井上でございます。 

○田辺委員長 

 お願いいたします。 

○井上オブザーバー 

 環境省におきましても、今回の議論は省エネですけれども、省エネとＣＯ２削減という

のは切っても切れない関係でございますので、非常に参考になりました。 

 手短に環境省の取組みを申し上げさせていただきます。環境省におきましては、特に地

域と暮らしという観点から、需要サイドに立った対策を講じてきたところでございます。

その観点から、環境省における省エネ施策について大きく２点だけ申し上げさせていただ

きます。 

 まず、地域脱炭素化についてでございます。今年度から脱炭素先行地域の選定を行って

おりまして、既に 46地域を選定しております。これらの地域につきましては、新たに交付

金を設けておりまして、それを最大限活用する中で、再エネ導入のみならず、建物、住宅、

公共施設等々の省エネ性能の向上などについても推進してまいりたいと思っております。 

 併せまして、地域に根差します中小企業につきましても環境省は対応しております。実

際、日本商工会議所さんなどのアンケートによりますと、多くの中小企業におきましてカ

ーボンニュートラルということは認識しているが、どういうことをやっていいか分からな

いというような実態もあると聞いております。さらには、先ほどありましたが、費用対効

果がいい、そういった既存の省エネ技術というものも十分に活用し切れてない実態もあろ

うかと思います。そういった意味で、環境省におきましても、中小企業向けの設備への支
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援や、地域に根ざす中小企業という観点から、例えば各地域の商工会議所、地域金融機関

などとの連携についても支援を行っているところでございます。 

 ２点目でございますが、ライフスタイルの変革ということで、本日も委員の皆様から意

見を頂いているところでございます。環境省におきましては、国民・消費者の行動変容、

ライフスタイルの変革を強力に後押しするために、先月 25日に、国、自治体、企業、団体

等によります官民連携協議会を新たに立ち上げまして、「脱炭素につながる新しい豊かな

暮らしを創る国民運動」というものを始動させました。この新しい国民運動では、衣食住

にわたります国民の将来の暮らしの全体像を明らかにし、具体的なアクションを提案する

とともに、企業、自治体、団体の参加の下で脱炭素化による豊かな暮らし創りに向けた取

組を展開し、新たな消費行動の喚起ということで、脱炭素型の製品、サービスの需要喚起

にもつなげてまいりたいと思っているところでございます。まだ立ち上げたばかりでござ

いまして、簡単な将来の絵姿というのはお見せしていますが、具体的にこういった行動を

取ればこれだけＣＯ２も減り、お金も浮き、あと快適性、健康性もマッチする、そういっ

た具体的なものをさらに提案していきたいと思っております。 

 あと、先ほどありました３省連携で住宅の断熱リフォーム、高効率給湯器といった住宅

の省エネ化についても支援も強化していくわけですが、この国民運動の中で大きな一つの

柱として事業者とも連携しながら需要サイドから大きなうねりをつくっていきたいと思っ

ているところでございます。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○田辺委員長 

 どうもありがとうございます。それでは、国交省の皆さま、よろしいでしょうか。 

 それでは、これまで頂いたご意見に関して、少し時間は過ぎておりますけれども、事務

局からコメントがあればお願いをいたします。 

○稲邑課長 

 今、ご意見頂いた非化石エネルギーの定義やその転換の目安、ＤＲ、定期報告書の開示

については、引き続き関係者の意見を伺いながら、ワーキンググループなどで議論を続け

ていきたいと考えています。 

 それから、省庁連携もしっかりやっていきたいと思います。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。 

 本日は活発にご議論をいただき、ありがとうございました。皆さまから大変貴重なご意

見を頂戴することができました。世界的なエネルギー危機で足元のエネルギーが非常に高

騰しておりますけれども、この対策が 2030 年、2050 年に結び付いていくような、そうい

うご議論をまた皆さんからぜひいただければと思っております。 

 

３．閉会 
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○田辺委員長 

 それでは、事務局にお返ししますけれども、最後に事務局より連絡事項があればお願い

をいたします。 

○稲邑課長 

 今日は活発なご議論をいただきまして、ありがとうございます。次回の開催については、

後日改めて連絡させていただきます。 

 以上です。 

○田辺委員長 

 ありがとうございました。それでは、本日の省エネルギー小委員会はこれで終了にいた

します。本日はお忙しい中、ご参加いただきましてありがとうございました。 


